
(単位：円)

2,225,283,361 17,396,008

2,204,912,431 6,896,922

54,049 2,712,233

16,073,438 561,021

2,819,665 483,548

1,423,778 139,780

31,833,329 3,156,000

4,962,558 3,446,504

3,367,804 10,750,603

1,594,754 10,750,603

153,168 28,146,611

153,168

26,717,603 2,228,970,079

3,010,000 30,000,000

18,291,259 693,601,124

710,000 693,601,124

4,706,344 1,505,368,955

7,500,000

1,497,868,955

1,497,868,955

2,228,970,079

2,257,116,690 2,257,116,690

【その他利益剰余金】

繰越利益剰余金

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

利益準備金

未払消費税等

賞与引当金

【固定負債】

退職給付引当金

負 債 合 計

純   資   産   の   部

【株主資本】

【資本金】

【資本剰余金】

資本準備金減少差益

【利益剰余金】

資 産 合 計

負   債   の   部

【流動負債】

未払金

未払費用

預り金

未払法人税等

預り保険料

預託金

会員権等

繰延税金資産

出資金

貯蔵品

未収収益

未収金

前払費用

【固定資産】

【有形固定資産】

建物付属設備

器具備品

【無形固定資産】

電話加入権

【投資その他資産】

現金及び預金

貸借対照表

2024年  3月 31日 現在

資   産   の   部

【流動資産】



重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

       ３月末日の市場価格等に基づく時価法 

（売却原価は移動平均法により算定しております。） 

・時価のないもの 

       移動平均法による原価法 

 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

建物付属設備 

・平成２８年３月３1日以前に取得したもの 定率法 

・平成２８年４月 1 日以後に取得したもの 定額法 

    

器具備品     定率法 

   

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   建物付属設備 ３～１５年 

   器具備品  ５～１５年 

 

（２）無形固定資産 

   定額法 

 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒懸念債権について、個別に債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を計上してお

ります。但し、当年度は該当の債権はありません。 

 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与金の支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当事業年度負担額を計上して

おります。 



（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

 

・退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準 

・数理計算上の差異の処理年数  発生年度に全額を費用処理 

・過去勤務費用の処理年数    発生年度に全額を費用処理 

 

 

４．消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

 

 

その他の注記 

当期純利益金額は、271,809 円であります。 


